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本資料に含まれる計画、見通し、戦略およびその他の歴史的事実でない

ものは、作成時点において入手可能な情報に基づく将来に関する見通し

であり、さまざまなリスクおよび不確実性が内在しています。実際の業

績は経営環境の変動などにより、これら見通しと大きく異なる可能性が

あります。また、本資料に記載されている当社および当社グループ以外の

企業などにかかわる情報は、公開情報などから引用したものであり、情

報の正確性などについて保証するものではありません。

免責事項



本日のプレゼンター

代表取締役 
社長執行役員 兼 CEO

代表取締役 
副社長執行役員 兼 COO

常務執行役員 法人事業副統括  
エンタープライズ/マーケティング担当 

宮川 潤一

今井 康之

藤長 国浩



法人事業が担う新たな市場
代表取締役 社長執行役員 兼 CEO

宮川 潤一
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これまでの法人事業

固定電話 スマホ タブレット データ 
ネットワーク
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通信市場は競争が激化
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約2.9兆円
（モバイル/音声/データネットワーク）

(出典)富士キメラ総研2019 「コミュニケーション関連マーケティング調査総覧」

通信市場
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物流

ヘルスケア

スマート 
シティ

製造

モビリティ

保険 
金融

エネルギー

公共 
インフラ

小売

キャッシュ 
レス

通信

約100兆円
見据える市場

(注)当社推計

（2030年）
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デジタル
マーケティング

業務
自動化

リモート
ワーク

トータル 
ソリューション

企業・自治体
マーケティング

法人事業

リモートツール

自動化

セキュリティ

携帯・固定通信

通信単体事業から脱却、企業のDXを推進
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次の時代を見据えたGameChange

社会のDX

企業のDX

通信事業

生活/社会にデジタルを実装
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超デジタル化社会が到来
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テレビ

自動運転車

スマホ ウェアラブル端末

電車

社会全体がデジタルでつながる世界
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(定義) [ユーザー数] ソフトバンク：主要回線累計契約数(2021年3月時点)/ヤフー：年間ログインユーザーID数(2020年3月時点)/PayPay：累計登録ユーザー数(2021年5月時点)/LINE：月間アクティブユーザー数(2021年3月時点)  
[チャネル] 法人：売上高1,000億円以上の上場企業のうち当社と取引を有する企業の割合の概数(2021年2月時点)/店舗数：ソフトバンクおよびワイモバイルの直営店、代理店、量販店、併売店 の合計(2021年3月時点)  

[人材力] 営業数：ソフトバンク㈱の営業社員(2021年3月時点) /エンジニア数：ソフトバンク㈱、ヤフー、LINEのエンジニア社員の合計(2021年3月時点)

ユーザ数

ユーザ数 ユーザ数ユーザ数 ユーザ数

3,800万人 日本8,800万人8,000万人 3,900万人

顧客接点

店舗数95% 6,100店舗大手 
企業の と取引

グループ 
エンジニア数 約10,000人人材力

＜コンシューマ＞

グループ 
営業数 約15,000人

通信基盤

（全世界：1.9億人）

チャネル ＜法人＞

圧倒的な顧客接点を持つ事業基盤
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公共データ 研究データ 交通データ 人流データ

MaaS デジタル行政 デジタル医療 キャッシュレス ラストワンマイル

通信基盤
データ連携基盤
都市OS

新たなデジタルソリューションを創出

※同意が取れ、統計化など個人情報に配慮されたデータ

民間データA 民間データB 民間データC 民間データD
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シミュレーション／未来予測

バーチャル空間でシミュレーションし、リアル空間を最適化
バーチャル空間 

リアル空間 

デジタルツイン
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データ連携基盤

未然に防ぐ
危険を察知

AI

社会全体の未来予測で交通事故のない社会

車両情報 交差点情報 街頭カメラ
車両A 車両B 車両C
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海外展開
日本発のデジタルサービス/インフラを
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2025年2020年2015年2010年

19億

59億

131億

240億

（出所）GSMA Intelligence “IoT connections forecast: the impact of Covid-19” June 2020より当社作成

IoT接続台数(世界)

加速するデジタル化の波
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836億

1,077億
(前年比 29%増)

1,500億

30年度22年度

成長を継続
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法人事業は第2の柱へ成長

コンシューマ 法人 その他＋グローバル
（ZHD/PayPayなど）
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日本をDX先進国へ
「通信」から「DX」の会社に
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代表取締役副社長執行役員 兼 COO

今井 康之



法人事業営業利益（推移） ［億円］

2004年度 2005年度

1,077

日本テレコム
買収

DX本部 
設立

４社統合 763
836

706

2

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度2014年度 2015年度

※2014年度以前は旧ソフトバンクテレコムの営業利益、2015年度以降はソフトバンク法人事業の営業利益



通信単体売り ソリューション型ビジネス

コスト削減
省人化

クラウド AI/IoT/RPA セキュリティ データ通信

店舗の売上増

新規顧客の開拓

成長の要因 ＝ ビジネスモデルの転換

3



2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

ダイレクトアクセス  
for Microsoft Azure

ichimill
SenseThunder

①ソリューションサービスの拡充

社員自らフル活用し、ノウハウとともにご提供
4※一部のサービスのみ掲載



2018年度 2019年度 2020年度

参考）クラウド売上高（推移）

お客様の課題例

データ連携

（グループウェア） （グループウェア）

（ビジネスチャット）（メッセージプラットフォーム）（ビデオコミュニケーションプラットフォーム）

（クラウドボイスサービス） （クラウドPBXとFMCの統合サービス）（クラウド型ビジネス電話システム）

部署間の 
情報共有

リモート 
ワーク

3年で1.9倍　

5※一部のサービスのみ掲載



参考）IoT売上高（推移）

（AI温度検知ソリューション）

ichimillSenseThunder

スマ可視
（複合型可視化ソリューション）

（IoTカメラサービス） （ドローンサービス）

（高精度測位サービス）

（センサーによる情報可視化）

2018年度 2019年度 2020年度

3年で7.3倍　

顧客属性 
把握

点検作業 
効率化

従業員の 
健康管理

6※一部のサービスのみ掲載



参考）セキュリティ売上高（推移）

（PCログイン認証サービス）（IaaSセキュリティ）（ネットワークセキュリティ）

（リモートアクセス）

インターネットVPNアクセス

（エンドポイントセキュリティ） （モバイル端末向けセキュリティ）

2018年度 2019年度 2020年度

ゼロトラスト 
セキュリティ

マルウェア 
侵入検知

リモート 
アクセス

3年で5.2倍　

7※一部のサービスのみ掲載



8

コンサルティング営業育成

②人材育成／組織編成
業界特化型 

デジタルソリューション提供

900名以上が 
研修受講

合計100名 
メンバー創出
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ビジネスモデル転換で 
ソリューション領域が成長

9

ビジネスモデル転換で 
ソリューション領域が成長

ビジネスモデル転換で 
ソリューション領域が成長

ビジネスモデル転換で 
ソリューション領域が成長

ビジネスモデル転換で 
ソリューション領域が成長

ビジネスモデル転換で 
ソリューション領域が成長



5年連続増　
RPA

クラウド
IoT

セキュリティ

RPA

デジマ

（＋281）

1,973

コロナ前

ソリューション等の売上高（推移）

1,692

1,450

※（ ）は前年度比

［億円］

（＋242）

1,289 （＋161）

DX本部 
設立

10
2019年度2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2020年度



2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

DX本部 
設立

763

（計画）（計画）
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

1,500

836

1,077

［億円］法人事業営業利益（推移）

4年で倍増14年かけて763億

※2014年度以前は旧ソフトバンクテレコムの営業利益、2015年度以降はソフトバンク法人事業の営業利益 11



12

ソフトバンクのDX 
「データ活用のDX」
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13

社会のDX企業のDX

データ活用のDX
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14

社会のDX企業のDX

データ活用のDX
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4領域で企業のDXを推進
デジタル 

コミュニケーション

セキュリティ

IoT

AI 5G

RPA

デジタル 
オートメーション

15

デジタル 
マーケティング

Pattern01
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企業の課題を解決する技術力企業の課題を解決する技術力企業の課題を解決する技術力

AI IoT

セキュリティ

データ

5G クラウド
16



すべてを統合・管理するクラウド

AI IoT

セキュリティ

データ

5G

17

クラウド

Cloud



システム構築のノウハウ／人員不足が 
クラウド導入の障壁に

 ※株式会社MM総研「国内クラウドサービス需要動向（2020年版）調査レポート」を元に作成

クラウドを利用しない理由 n=1,911

運用が 
不安

人員 
不足

構築 
ノウハウ 
がない

情報漏洩 
が心配

セキュリティ
24%

コスト
23%

リソース
21%

その他
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コロケーション ホスティング首都圏 
DC 間連携

全国展開 
SBKK：14 拠点 
IDCF：8 拠点

データセンタサービス

ネットワーク/セキュリティサービス

Internet

シングルサインオン 
（SSO）

SDN ゲートウェイ

モバイル網

一元的にクラウドサービスをご提供
マルチクラウド戦略
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コンサルティング 
サービス

導入支援 
サービス

マネージド 
サービス

クラウド 
一元管理ツールを提供

導入コンサル～構築／運用 
トータルサポート

経験豊富な 
クラウド専門SEのサポート

コンサルティング 
サービス

導入支援 
サービス

マネージド 
サービス

クラウドの導入から運用までフルサポート　

アセスメント

システムデザイン

モニタリング

オペレーション 
マネジメント

ライフサイクル 
マネジメント

プロビジョニング 
インテグレーション
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21

Microsoft Azure  
Expert MSP

Microsoft Azure  
Networking MSP

Microsoft Azureパートナー認定 
国内初の2冠達成

Google Cloud MSP

Google Cloud パートナー認定取得

※ 2020年2月時点

※1：マネージドサービスプロバイダー　※2：2021年4月時点

Microsoft社とGoogle Cloud社のMSP取得は日本唯一
※1

通信キャリアの 
2冠達成は世界初
通信キャリアの 
2冠達成は世界初
通信キャリアの 
2冠達成は世界初※※※

20
21
年4
月

20
20
年2
月

日本での認定は 
4社のみ

※2

21

※ 2021年5月時点　当社調べ



第三者機関による厳格な審査

参考）Google Cloud MSP 認定取得

クラウド活用における「技術力」や「実績」が高評価

1.豊富な導入プロセス

2.構築の自動化技術

3.継続的な改善プロセス

約70の 
監査項目

実技試験

提案実績

＜評価ポイント＞
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4領域で企業のDXを推進→活用例
デジタル 

コミュニケーション

セキュリティ

IoT

AI 5G

RPA

デジタル 
オートメーション

23

デジタル 
マーケティング

Pattern01



小売業
データ活用による 
企業のDX支援例
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顧客の行動把握から効果検証までをサポート
オンライン オフライン

来店 決済広告／クーポン 興味関心 比較検討

＜効果計測＞

企業 
WEBサイト

①来店促進 ～デジタルマーケティング

店舗

25※当該サービスの利用許諾を得た顧客データのみ使用します



AIカメラで店内をリアルタイムに可視化・分析

迅速な補充で機会損失低減

欠品商品の検知レジ待機人数の予測

レジ人員の最適化

店頭残り1 
欠品注意

欠品中

木綿豆腐 
1丁

来店者数

各売り場の人数

滞在人数

26

レジ周辺の人数

②店内可視化 ～デジタルオートメーション

※個人が特定されない匿名加工前提での画像利用を想定しています



欠品のリアルタイム通知で、商品を迅速に補充

補充してください

通路　：4番 
商品棚：12番

要補充

27

③業務効率化 ～デジタルコミュニケーション



データ連携による小売業全体のDX

デジタルマーケティング

来店促進 店内可視化 業務効率化
デジタルオートメーション デジタルコミュニケーション

在庫データなど

28

顧客行動データなど

※当該サービスの利用許諾を得た顧客データのみ使用します ※個人が特定されない匿名加工前提での画像利用を想定しています



C
エンドユーザ

B

顧客タッチポイントを通じてサービス提供

ソ
フ
ト
バ
ン
ク
法
人

B
企業／自治体

顧客タッチポイント
ユーザ数 
3,800万

ユーザ数 
3,900万

ユーザ数 
8,000万

ユーザ数 
8,800万

29

（定義） [ユーザ数] ソフトバンク：主要回線累計契約数（2021年3月時点）／ヤフー：年間ログインユーザID数（2020年3月時点） 
　　　　　　　　　 PayPay：累計登録ユーザ数（2021年5月時点）／LINE：月間アクティブ ユーザ数（2021年3月時点）



自社アプリにPayPayを組込み、利用者が急増 
アプリを軸としたマーケティング強化へ

アプリ利用率 
向上

アプリ会員 
増加

PayPay活用例 ～セブン-イレブン・ジャパン様

※画像はイメージです 30



※PayPay実績より

1ヶ月で 
350万人超

（万人） セブン-イレブンアプリと 
PayPayの連携ユーザ数

連携 
開始

100

200

300

400

2/25 2/28 3/3 3/6 3/10 3/13 3/17 3/20 3/24

キャンペーン 
開始

PayPay連携効果 ～セブン-イレブン・ジャパン様

31
2021年



LINE活用例 ～ヤマト運輸様

お届け予定通知 ご不在通知 日時変更・再配達依頼

公式アカウントの活用で 
荷物の受け取りの利便性向上を実現

公式アカウント 
登録者数

約4,700万人
※2021年5月25日時点

32
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社会のDX企業のDX

データ活用のDX

33



34

行政の 
国内医療費負担 
16兆円

出産に 
よる退職 
1.2兆円

交通事故 
4.2兆円

インフラ 
老朽化 
5兆円

サイバー 
犯罪 
1兆円

食品廃棄 
2兆円

交通渋滞 
10兆円

労働人口減少 
25兆円

自然災害 

43兆円
社会課題による経済的損失（年間）
日本の社会課題

※当社調べ

（過去20年間の累計）COVID-19 
6兆円

34



2017年10月、新規事業創出のための専門組織を設立

「デジタルトランスフォーメーション本部」

ソフトバンクの 
次の柱になる事業を創出

（DX本部）

＜DX本部のミッション＞

120名で 
発足

日本の社会課題に対峙

35



17件の新規事業を立ち上げ済
＜社会課題の解決＞

物流 保険／金融 不動産 広告宣伝

ヘルスケア 社会インフラ 小売スマートシティ

社会に広げるには「点と点を繋ぐこと」が重要
36



都市OSを「共創」で構築し日本のDXを推進

公共データ

信号データ 建物データ 地形データ

データ連携基盤
民間データ

気象データ 人流データ 位置情報

センサーデータ

カメラ 外灯 水位

都市OS

交通データ 健康情報 SNS

物流 保険／金融 不動産ヘルスケア 社会インフラ 小売

- 今後の構想 -

37



都市OSを「共創」で構築し日本のDXを推進

公共データ

信号データ 建物データ 地形データ

データ連携基盤
民間データ

気象データ 人流データ 位置情報

センサーデータ

カメラ 外灯 水位

都市OS

交通データ 健康情報 SNS

物流 保険／金融 不動産ヘルスケア 社会インフラ 小売

- 今後の構想 -

38

官民のデータ

デジタルソリューションの創出

データ活用基盤の構築

エンドユーザとのタッチポイント



＜河川＞ ＜要救助＞ ＜病床数＞

自治体 消防庁 病院

情報の分断で状況把握が困難 今取るべき行動がわからない

自治体 住民

出張先だから 
避難所がわからない

持病があるから 
家にいようかな

39

防災における課題



40

都市の情報を統合し防災の世界をアップデート

公共データ

信号データ 建物データ 地形データ

データ連携基盤
民間データ

気象データ 人流データ 位置情報

センサーデータ

カメラ 外灯 水位

都市OS

交通データ 健康情報　 SNS

街の防災情報を統合

- 都市OSを活用した場合 -

迅速な状況の把握 取るべき行動の把握

自治体 住民

40※住民の同意を得た上で個人情報を使用する予定です



41

都市OS活用イメージ

リアルタイムに状況把握 取るべき行動を提示
自治体 住民

的確な避難指示／迅速な救助活動 ユーザごとに適切な情報を配信

混雑
避難所

混雑
避難所

空き有

避難所

いますぐ避難してください

要救助者：歩行困難

土砂崩れを迂回して 
向かってください

健康情報 履歴

地形データ×

※住民の同意を得た上で個人情報を使用する予定です



安心安全な暮らしの実現／社会課題の解決へ

交通渋滞緩和で 
CO2削減

交通渋滞緩和で 
CO2削減

防災時の 
避難誘導
防災時の 
避難誘導

インフラ点検 
優先付け
インフラ点検 
優先付け

人流最適化で 
都市活性化
人流最適化で 
都市活性化

都市OSのユースケース

都市OS

42

緊急車両の 
走行ルート最適化

救急搬送先の 
迅速な決定
救急搬送先の 
迅速な決定



シミュレーション／未来予測

バーチャル空間 

リアル空間 

社会実装に不可欠な「デジタルツイン」技術

43



「次世代AI都市シミュレーター」を研究開発

小田急

実証フィールドの提供
（商業施設／駅 など）

東大

人流誘導アルゴリズム 
の開発

グリッド

研究開発環境の構築

SB

テクノロジーの知見／ 
ノウハウ

44

4月28日 プレスリリース



街の課題を可視化／要因を分析し、改善策を自動実行

人の流れの最適化で街の課題を解決
商業施設

バーチャル空間

人流 
データ

購買 
データ

交通 
データ

環境 
データ

気象 
データ

小田急線海老名駅

リアル空間
20%売上減混雑率 高

交通渋滞 

AI

リアル空間で 
最適な施策を自動で実行

（施策例） 
・混雑アラート通知 
・最適ルート提示 
・商業施設クーポン発行 など

45

将来予測でシミュレート

※研究では統計データのみを扱う予定です。

「次世代AI都市シミュレーター」イメージ
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社会のDX企業のDX

46

データ活用で日本をDX先進国へ



ヘルスケア事業
1

水インフラ事業 新たな広告事業

5Gコンソーシアム Executive Briefing Program

2 3

4 5

5月10日発表 5月7日発表

5月31日発表

社会／企業DXの推進に向けた新たな取り組み
本日発表

本日発表
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常務執行役員 法人事業副統括 
エンタープライズ／マーケティング担当

藤長 国浩



ヘルスケア事業
1

水インフラ事業 新たな広告事業

5Gコンソーシアム Executive Briefing Program

2 3

4 5

5月10日発表 5月7日発表

5月31日発表

社会／企業DXの推進に向けた新たな取り組み
本日発表

本日発表
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ヘルスケア事業
1

水インフラ事業 新たな広告事業

5Gコンソーシアム Executive Briefing Program

2 3

4 5

社会／企業DXの推進に向けた新たな取り組み
本日発表

3

市場規模 
5.9兆円

※

※経産省「次世代ヘルスケア産業協議会資料」、シードプランニング「遠隔診療サービスの現状と将来展望」、厚労省 及び 株式会社みずほ銀行の推計資料 等を基に当社にて算出



医療サービス継続の危機

※厚生労働省 医師の働き方改革に関する検討会報告書 (400床以上の病院における割合）／厚生労働省「平成 30年度 国民医療費の概況」／厚生労働省「平成 29年受療行動調査（概数）の概況」

医師 行政 国民
月155時間以上超過労働の 

医師がいる病院
2018年の医療負担額 診療までの病院での 

待ち時間が30分以上

71%
過重労働

16兆円
増大する医療費
（国民医療費：43兆円）

43.2%
通院のハードル高

4



2020年7月 
ヘルスケアアプリ「HELPO」リリース

ヘルスケアDX

医師/看護師/ 
薬剤師が回答
（24時間/365日）

チャット形式の 
健康医療相談

ヘルスモール 
市販薬から日用品までを配送

病院検索

唾液PCR検査

最短3時間で配送

※チャット形式の健康医療相談

※

全国に 
配送可能

全国を 
網羅

5

最短3時間で配送最短3時間で配送最短3時間で配送



展開モデル

企業／自治体向けのヘルスケアサービスとして提供
従業員

住民

企 
業

自 
治 
体

健康 
管理 保健 

指導

健康相談 
窓口

6

B2B2E

B2G2C



唾液PCR検査

法人／自治体／個人へ唾液PCR検査を提供 
HELPOで申し込みから検査結果の確認が可能

申し込み／検査案内 検査キットの提供 
検体採取／送付

結果確認 
アフターフォロー

検査結果通知検査申し込み スクリーニング検査

SB新型コロナウイルス検査センター
7

検査数 
44万件



オンライン診療・服薬指導に対応
～健康医療相談に加え、オンライン診療もご案内が可能に～

本日発表

医師
8

ユーザ

2021年6月中に提供開始予定



サービス提供モデル

ヘルスケアアプリ オンライン診療サービス

連携医療機関 
約5,000

ユーザ

c

c

健康医療相談

オンライン診療 連携

今後も共創パートナーを拡大予定

「共創」で機能を拡張し日本のヘルスケアDXを推進

予約／問診／診察／ 
決済／処方箋

9



健康医療相談

 HELPOにおけるオンライン診療の特長

決済／処方薬配送オンライン診療

健康医療相談からオンライン診療までをワンストップで提供
診療予約 医療機関検索

10



11

医師や患者の課題を 
DXで解決へ



ヘルスケア事業
1

水インフラ事業 新たな広告事業

5Gコンソーシアム Executive Briefing Program

2 3

4 5

社会／企業DXの推進に向けた新たな取り組み

12

市場規模 
10兆円

※株式会社 三井住友銀行「国内上下水道市場の現状と民間事業者の戦略の方向性」より引用

※



13

生活に欠かせない 
インフラの1つ

98%

上下水道の 
普及率

世界有数の 
水処理技術
水道水を 
飲める 
数少ない国水



特に地方や過疎地での課題が深刻化

その一方で、実は課題が山積

老朽化 維持コスト 赤字経営

国庫支出金 
／地方債等

管路耐震率 

わずか3割

※総務省「平成30年版 地方財政白書」／総務省「平成27年度 地方公営企業年鑑」

料金 
収入 
6兆

10兆
過疎地域の

4兆円
1/3が 
赤字経営

14



水不足 衛生問題 病気

水不足に直面する人 
が世界人口の

3分の1

清潔な 
手洗い環境がない

30億人

不衛生な水が原因の 
疾患で死亡する子供

180万人/年

15
※Unicef／SDGsジャーナル

世界ではさらに深刻な問題に



WOTAと資本・業務提携

×

WOTAと資本・業務提携WOTAと資本・業務提携WOTAと資本・業務提携

次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ次世代水インフラで水に関わる社会課題の解決へ

WOTAと資本・業務提携WOTAと資本・業務提携

水の再生処理技術開発企業・自治体との共創

NW IoT
（モジュール） 

AI
IoT

（センサー）

5月10日 プレスリリース 

16



WOTAが目指す世界（構想）

過疎地での維持コスト削減／災害時の水供給へ

テクノロジーを活用した次世代水インフラ

17

広域を管路に接続した 
大規模な水循環システム

水道管に依存しない 
小規模な水循環システム

NW



実装に向けた取り組み

「共創」で水インフラ提供のモデルケース創出へ

リゾート 
施設

社宅

オフィス

ゴルフ場

東急不動産様／東急リゾーツ&ステイ様と 
持続可能なインフラ実装に向けた共創検討へ 過疎地域／離島などの 

課題顕在化地域への水インフラ提供

水質

配管 
老朽化過疎

企業 自治体

18



日本、さらには世界の水に関わる課題解決へ

災害時 
の水供給

過疎地 
での水供給

水不足 
の改善

公衆衛生 
の向上

19



ヘルスケア事業
1

水インフラ事業 新たな広告事業

5Gコンソーシアム Executive Briefing Program

2 3

4 5

社会／企業DXの推進に向けた新たな取り組み

20

市場規模 
2.6兆円

※

※株式会社電通 「2019年媒体別 日本の広告費」をもとに当社にて算出



観客動員数減少に伴いスタジアム広告の露出効果減少
＜スポーツ産業の課題＞

プロ野球 Jリーグ（J1）

約8割減

2019 2020

約8割減

2019 2020
※日本野球機構 ※FOOTBALL CHANNEL

＜観客動員数＞

21



視聴媒体の変化

インターネットによるスポーツ中継視聴が増加
＜スポーツストリーミング利用者推移＞

2017

3年で 
約3倍に増加

※株式会社博報堂 「コンテンツファン消費行動調査2019」

2018 2019

94万人
165万人

22

259万人

2020



バーチャル広告

＜掲載媒体＞

ベースボールLIVE

パ・リーグTV

DAZN

バーチャル広告サービスを提供開始
スポーツ中継映像に合成し表示する

※Vizrt社の「Eclipse Insertion」と連携

映像伝送技術／ 
画像認識技術でサービス化

※

5月7日 プレスリリース 
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今後の展開①

他スポーツ／エンタメへと掲載を拡大
今後

サッカー ゴルフ ラグビー

競馬 ライブ ゲーム

拡大

サービス開始 
（ホークス主催試合）

B.LEAGUE 
（商用化に向けPoC実施中）

5月7日

※

※福岡PayPayドームで行われる試合が対象

24



今後の展開②

ユーザの興味関心／属性に応じた広告の出しわけ

※将来的なサービスイメージです

・九州在住 
・お酒好き

・男性 
・40代

・北海道在住 
・コスメ好き

・女性 
・20代

25

お酒の広告

化粧品の広告



さらに、 
マーケティング・広告事業を世界へ

～Beyond Japan～
26



6,000万米ドル出資 
（持株比率23.1%）

東南アジア最大級のデータ／AIマーケティング企業 

ADAと資本業務提携

（持分法適用会社へ）

5月11日 プレスリリース 

27



東南アジア最大級の通信グループ子会社

国名 ユーザー数
マレーシア 868万
インドネシア 5,789万

スリランカ／カンボジア 2,379万
ネパール 1,573万

バングラデッシュ 5,090万

合計 1.57億人

アジアで1.5億人超の顧客基盤

アシアタグループ
時価総額8,947億円／本社マレーシア

広告・金融を中心に拡大

通信領域 デジタル領域

データ／AIマーケティング

決済

フィンテック（小口金融）

※時価総額：クアラルンプール証券取引所 上場企業 2021年3月31日時点  
※ユーザー数：アシアタグループ “4Q20 Data Financials”および“Integrated Annual Report 2019“ カンボジア以外は2020年度Q4時点、カンボジアは2019年度時点の数値

ADAとは

28



提携の目的

デジタルマーケティングの海外展開へ
デジタルマーケティング市場のバリューチェーン

広告主 代理店 
コンサル

データ／ 
テック メディア EC支援 消費者

ソフトバンクのデジタルマーケティング商材

アジア9カ国で領域横断での 
コンサル営業／インプリメンテーション 

AD

※アジア9カ国：マレーシア、シンガポール、インドネシア、タイ、フィリピン、カンボジア、スリランカ、バングラデシュ、韓国
29



ヘルスケア事業
1

水インフラ事業 新たな広告事業

5Gコンソーシアム Executive Briefing Program

2 3

4 5

社会／企業DXの推進に向けた新たな取り組み

30

本日発表



2020年3月 2021年3月 2021年度中 2022年春

FY21、5Gの本格始動へ
＜5G展開スケジュール＞

2022年度中

L

☑ 達成

全国展開
（47全都道府県）

人口カバー率 
90％達成

☑ 達成

サービス開始
プライベート 
5G

企業／自治体ごとに 
個別に提供される 
5Gネットワーク

スタンドアローン 
開始

5Gコアネットワーク

5G基地局

31



実証実験①～建設業での5G活用

建設機械の遠隔操縦を実証実験 
建設現場での熟練作業者不足の解消／省人化へ

映像を伝送

作業現場 操縦室

俯瞰カメラ 
3台

KanaRobo

5Gを活用した 
商用サービス化へ

※今回の実証実験ではLTEネットワークを使用しています

（2022年度）

カメラ 
4台

5月12日 プレスリリース 
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※AI画像診断補助では、AIメディカルサービス社のAI画像診断補助システムを利用 
※「内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」において採択された、「AIホスピタルによる高度診断・治療システム」の社会実装に向けたプロジェクトの一環で実施

・4Gでは映像がボヤッと 
　していた。 
　5Gだとはっきり見える。
・画質がきれいなので、 
　見落としなく診断できそう

Ç内視鏡検査映像の5G伝送

1

2
AI画像診断補助

・AIのサポートで 
　負担軽減につながる

遠隔診断補助システムの提供を見据えた実証実験 
地域間の医療格差の解消／医師の負担軽減へ

実証実験②～医療分野での5G活用 3月26日 プレスリリース 

33



「ソフトバンク5Gコンソーシアム」を設立

会員募集も 
スタート

本日発表
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既存のONE SHIP会員の参加＋新規会員を募集
5Gコンソーシアムの位置付け

＋

本日オープンの 
Webサイトから 
申込開始

参画予定

5Gコンソーシアム既存ONE SHIP会員
デバイス
Cloud

（約500社）

新規会員
5G

AI
IoT

NEW
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5Gコンソーシアムの構成

省人化のニーズ・IT／OTニーズが高い 
製造・医療・建設・物流・スマートシティ業界に注力

5Gコンソーシアム 
会員 ワーキンググループの各種最新情報の受け取り／各種イベントへの参加

ワーキンググループ 
メンバー

外部専門家 東京大学生産技術研究所 
教授

野城 智也氏

(株)ローランド・ベルガー 
パートナー

小野塚 征志氏

日本ユニシス(株) 
常務執行役員 

インキュベーション部門 
ストラテジック 
アライアンス長

八田 泰秀氏

東京大学 
医学系研究科教授

大江 和彦氏
※手続き中

医療 医療 運輸 製造

事業会社

5G関連サプライヤー／ 
ソリューションパートナー

製造／医療／建設／物流／スマートシティ分野
クラウド ネットワーク セキュリティ
デバイス アプリケーション SIer
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5Gビジネス共創の場 
5G X LAB OSAKA 

大阪の地場企業を中心に共創を加速

（大阪市、大阪産業局との官民連携） 開設半年で 
約170団体が来場※

※ 2020年10月から2021年3月までの来場社数（現在は緊急事態宣言下のため閉館中）

2020年10月オープン
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ヘルスケア事業
1

水インフラ事業 新たな広告事業

5Gコンソーシアム Executive Briefing Program

2 3

4 5

社会／企業DXの推進に向けた新たな取り組み
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デモ体験 
スペース

ミーティング 
ルーム

ソリューション 
展示

巨大 
映像設備

Executive Briefing Program
～テクノロジーの体験／DXを推進～

Executive Briefing Center 
本日オープン（竹芝新本社18F）

5月31日 プレスリリース 
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デジタルツイン 配送ロボット

5G 外観検査 エッジAIカメラ 流動人口データ
※画像はイメージです

ロボットアーム

HAPS

常時50以上のコンテンツを展示
展示コンテンツ
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-Executive Briefing Program-
未来への道筋をお客さまと共に描き、DXを加速

顧客課題把握
テクノロジー 
体験

事例共有

ディスカッション

41
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社会のDX企業のDX

データ活用のDX

42



本日発表した内容
「法人事業が目指す社会」 
　・日本をDX先進国へ

「法人事業戦略」 
　・企業のDXを4領域で推進 
　・社会／産業のDXを都市OSを軸に推進

　・バーチャル広告提供開始 
　・5Gコンソーシアム設立 
　・Executive Briefing Program始動

「新たな取り組み」 
　・HELPOオンライン診療開始 
　・WOTAと水インフラ事業を開始
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